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振
り
返
っ
て
み
る
と
、
当
社
が
建
築
工
事
に
関
わ
っ
た
の
は
、
創
業
間
も
な
い
昭
和
六
十
二
年

頃
で
あ
る
。
創
業
当
初
は
資
本
金
も
小
さ
か
っ
た
の
で
、
売
買
仲
介
に
専
念
す
る
つ
も
り
で
い
た

が
、
日
本
全
体
が
一
億
総
不
動
産
屋
の
よ
う
な
バ
ブ
ル
状
態
に
な
り
、
仲
介
物
件
の
情
報
が
入
っ

て
こ
な
く
な
っ
て
し
ま
っ
た
。
売
り
た
く
て
も
商
品
が
無
い
の
だ
か
ら
本
当
に
困
っ
た
。
業
者
が
持

っ
て
く
る
の
は
、
土
地
と
中
古
戸
建
て
の
物
件
を
買
わ
な
い
か
と
い
う
話
ば
か
り
だ
っ
た
。　

　

銀
行
は
銀
行
で
、
事
業
資
金
を
借
り
て
く
れ
と
言
っ
て
物
件
ぐ
る
み
の
融
資
話
を
持
っ
て
く
る
。

事
業
に
失
敗
し
て
債
務
返
済
中
の
私
で
も
、
貸
し
て
く
れ
る
の
か
と
聞
く
と
、
不
動
産
担
保
な

ら
貸
す
と
い
う
。
銀
行
が
も
っ
て
く
る
話
は
商
業
地
域
に
あ
る
事
業
用
物
件
だ
か
ら
手
が
出
せ

な
か
っ
た
が
、
住
宅
な
ら
得
意
分
野
な
の
で
金
を
借
り
て
仕
入
れ
た
。

　

最
初
に
仕
入
れ
た
の
は
中
古
の
一
戸
建
て
物
件
で
、
内
装
・
外
装
を
リ
フ
ォ
ー
ム
し
て
売
っ
た
。

そ
れ
が
「
ア
ッ
」
と
い
う
間
に
売
れ
た
。
物
件
が
あ
れ
ば
売
れ
る
も
の
だ
か
ら
暫
く
は
そ
の
繰
り

返
し
だ
っ
た
。
新
築
住
宅
の
方
が
も
っ
と
売
れ
る
も
の
だ
か
ら
、
小
規
模
な
開
発
分
譲
も
手
が
け

る
よ
う
に
な
っ
た
。　

　

し
か
し
、
そ
ん
な
こ
と
が
い
つ
ま
で
も
続
く
わ
け
が
な
い
。
昭
和
が
平
成
に
変
る
と
公
定
歩
合

が
一
年
の
間
に
三
回
も
上
が
り
、
資
金
の
総
量
規
制
が
行
わ
れ
、
バ
ブ
ル
は
崩
壊
し
た
。
住
宅
地

の
み
で
商
業
地
に
手
を
出
さ
な
か
っ
た
の
で
助
か
っ
た
が
、
土
地
価
格
の
上
下
動
は
激
し
く
、
そ

の
波
に
飲
ま
れ
て
消
え
て
い
っ
た
業
者
も
多
か
っ
た
。

　

某
一
級
建
築
設
計
事
務
所
の
Ｉ
先
生
に
、
懇
切
丁
寧
に
教
え
て
も
ら
っ
た
お
陰
で
、
設
計
と

建
築
知
識
、
建
物
の
良
し
悪
し
を
判
断
で
き
る
能
力
を
身
に
つ
け
る
こ
と
が
で
き
た
が
、
他
社

と
差
別
化
に
な
る
何
か
が
欲
し
か
っ
た
。
い
ろ
い
ろ
調
べ
て
い
く
う
ち
に(

財
）
住
宅
保
証
機
構
の

存
在
を
知
っ
た
。

　

今
な
ら
当
た
り
前
の
や
り
方
だ
が
、(

財
）
住
宅
保
証
機
構
は
、
第
三
者
の
立
場
で
建
物
を
保

証
す
る
所
で
、
当
時
と
し
て
は
数
少
な
い
高
規
格
住
宅
の
施
工
を
標
準
に
定
め
て
い
た
。
専
門
の

検
査
員
が
現
場
に
出
向
き
、
建
物
の
骨
格
部
分
を
検
査
し
て
い
た
。
基
礎
の
配
筋
検
査
に
合
格

し
な
け
れ
ば
生
コ
ン
を
流
さ
せ
な
い
。
構
造
躯
体
の
金
物
検
査
に
合
格
し
な
け
れ
ば
床
や
壁
工

事
を
さ
せ
な
い
と
い
っ
た
厳
し
さ
で
、
完
了
後
に
は
買
主
宛
に
保
証
書
を
発
行
し
て
く
れ
る
。

　

こ
れ
は
ユ
ー
ザ
ー
に
と
っ
て
は
良
い
こ
と
だ
と
思
っ
た
。
私
共
に
と
っ
て
も
差
別
化
が
明
確
で
良

い
と
思
っ
た
が
結
構
お
金
が
掛
か
る
。
お
金
が
か
か
っ
た
分
の
コ
ス
ト
を
、
買
主
が
認
め
て
く
れ

る
か
ど
う
か
検
討
し
て
い
た
平
成
七
年
、
阪
神
淡
路
の
大
地
震
が
起
き
た
。

　

震
災
後
、
し
ば
ら
く
様
子
を
見
て
い
た
が
、
安
心
し
て
購
入
し
て
も
ら
う
に
は
、
第
三
者
の
保

証
は
重
要
だ
と
決
断
し
、(

財
）
住
宅
保
証
機
構
の
保
証
付
き
住
宅
と
し
て
販
売
す
る
こ
と
に
し

た
。

　

そ
の
せ
い
も
あ
っ
て
、
平
成
十
二
年
の
品
確
法
「
新
築
住
宅
十
年
保
証
」
に
な
っ
た
頃
に
は
、

わ
が
社
の
技
術
も
向
上
し
、
耐
震
性
・
耐
久
性
に
優
れ
た
建
築
工
事
が
出
来
る
よ
う
に
な
っ
て
い

た
。

　

エ
コ
に
対
す
る
試
み
も
進
み
、
建
具
や
床
材
、
ク
ロ
ス
の
接
着
剤
や
塗
料
に
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ

ド
類
の
含
有
量
の
少
な
い
建
材
を
使
用
す
る
よ
う
に
な
っ
て
い
た
。　
　
　
　
　
　
　
　

つ
づ
く
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　東日本大震災から半年が過ぎました。

まだまだ復興には時間がかかるとは思いますが、自然災害はそんなこと構

わずやってきます。

　９月２１日に上陸した台風１５号は凄まじい勢いでした。

道を走っていれば、倒れた看板や、根元から引き抜かれ倒れた樹木が多く

ありました。

そして住宅にも被害が及んでおり、特に屋根材が飛ばされてしまったケー

スが多いようですが、この損害、火災保険の適用になる事、ご存知でした

か？

　一般に火災保険と言うと「建物が火災になったときに保険が適用になる

もの」と思い込んでいる方が多いようです。しかしほとんどの方が「住宅

総合保険」（保険会社によって呼び方が違います）に加入していると思わ

れますので、風災・水災等も保険の対象となっています。

他にも、「台風により物が飛んできて窓が割れてしまった」「台風の影響

で雨水が床上まで浸水してしまった」などなど。

　今回の台風で被害にあってしまった方は、今すぐ保険の内容を確認して

見てください。

　また、火災のみが対象の「普通火災保険」に加入している方もおられま

すし、建物は大丈夫だけど家財の保険は加入していない場合も有りますの

で、今回被害を受けなかったとしても、この機会に地震保険も含めて保険

の見直しをお奨めします。ご不明な点はお問合せ下さい。

　さらに、任意保険である自動車保険に「車両保険」を付帯していると、

台風・高潮・洪水などの自然災害（津波は補償範囲外です）により自動車

が損害を受けた場合、保険金が支払われますし、傷害保険に加入していれ

ば、台風などでけがをしてしまった場合、保険金が支払われますので、ト

ータル的に損害保険を見直す事も必要だと思います。

木本　史晴

　更新料が消費者契約法に違反するかどうかで

争われた事案が３件ほどありました。

今年の７月に最高裁判所より『更新料は原則有効』

との判決が下されましたが、今後どのような影響が

生じるのでしょうか。

　まず、最高裁判所は、

①更新料は、賃料の前払いや補充、賃貸借契約を円満に継続するための対価など、

複合的な性質を有すること。

②更新料については、賃貸借契約書に明記され、かつ貸主と借主との間で明確に合

意がなされている場合、貸主と借主との間に情報や交渉力に格差があるとはいえな

いこと。

③更新料は一部の地域のものであるが、更新料の支払をすることが存することは公

知であること。

④裁判上の和解手続等においても、更新料条項が公序良俗に反して無効とする取り

扱いがされてこなかったこと。

　以上のことから、更新料条項は更新料が高額過ぎないなどの特段の理由がない限

り消費者契約法第10条には違反しないと判断しました。3件の事案の中で、更新料

が一番高額なもので1年ごとに賃料の2.2か月分という事案もありましたが、いず

れも更新料が高額すぎるとは認めませんでした。

　賃貸経営をされている方は、今回の判決を受け、ほっと胸をなでおろしている方

が多いと思います。もし更新料が無効とされていた場合、今後の更新料の取得が出

来なくなり消費者契約法が施行された平成13年4月以降に取得した更新料も返還し

なければならない事態になっていたかもしれません。

　今後、更新料の取り扱いはどのようになってゆくのでしょうか。

　2009年9月には大阪高裁で更新料は無効との判決が下されています。更新料の

減額、あるいは更新料そのものを無くしたり、礼金や更新料を合算し1月あたりに

かかる費用を示すなどさまざまな対策がとられてきました。今回の更新料有効の判

決により、直ちにその他の策が取りやめられることは考えづらいと思います。借手

市場の傾向が強まる賃貸市場において、いったん減額や無しとした更新料を元に戻

すのは難しく、むしろ借主側に賃貸借契約においてかかる費用を明確にしていこう

という動きはさらに高まると思います。最高裁判所での更新料有効判決により遡っ

て受け取った更新料を返還しなければならないリスクは大幅に減りましたが、空室

対策などの観点から、更新料を設定していると競争力をなくすという懸念もありま

す。今後は市場の動向から、更新料の取り扱いをどうするべきか、考えていく必要

があると思います。

　　　
木村　幸美


